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　ベック（2003）『世界リスク社会論』 では、我々が直面している「危機」を、
「生態系の危機」、「世界的な金融危機」、「国際的なテロの危機」の異なる 3 つ
の次元から区別している。世界リスク社会にある背景の公共問題をどう認識す
るか、問題の根本を探り、我々がどのように対処するのか、問題を定義してい
る。世界のグローバル化は同時進行しているため、危機が世界規模で拡大して
おり、政治の役割は国内外の区別なく変化を余儀なくされている。このような
危機のグローバル化は、地域内・地域間での新しい形態でのガヴァナンスを形
成しているが、その過程でグローバル社会での矛盾を共通認識し、共通課題と
して取り組むための土壌を作り出している。
　このような状況とこれらの過程で、特に、公共財の再認識と公共政策の特性
の理解向上は最重要であり、政策立案と同時に、政策自体の精度を向上させ、
それを達成するための意思決定のための基盤構築が必要である。本稿では、千
葉大学法経学部講義「公共政策論：グローバル社会における市民とガヴァナン
ス1」に準拠して、「人間の善き生2」を中心にして、我々が直面している 3 つ
の異なる次元からのリスクという異なる文脈に焦点を当てながら、国家的・地
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1 バウマン（1998：3）は、グローバル化について「ある人びとは真に完全にグロー
バルである。だが、ある人びとは彼らの『地域（ローカリティ）』に固定されている。
それは、『グローバルな人びと』が方向性を決め、人生のゲームの規則を組み立てい
る世界においては、不愉快で耐えがい状況である。」と論じている。この本質は、ルー
ルを決めている人びとは、それに従属しなければいけない人びとと異なる生活空間
や公共空間にいることであり、そのルールの形成にほぼ関与する事もないという愕
然とする事実である。
41
千葉大学　公共研究　第 10 巻第１号（2014 年３月）
域発展のためのマルチレベル・ガヴァナンスの視座から公共政策研究者が取
り組むべき問題を提示する。そして、EU とアジア・太平洋地域に焦点を当て、
地域の比較可能性を目指して、政策課題設定の基礎となりうる「政策と政策の
機能」から、公共問題としての認識、また、今後の『公共研究』での研究開発
への助けとしたい。
1 ．公共政策と「人間の善き生」 の持続性
1.1　公共政策：「人間の善き生」と社会経済発展
１）公共政策：「政策学習」と「政策力」の役割
　現在、異なる文脈での「政策」についての知識獲得は、政策決定、政策設計
や政策実施のためにますます重要になっている。このことは、政策学習と政策
実施の観点から、どの政策決定の組織が「人間の善き生」について政策学習し、
政策実施を行うかに関わっている。公共政策の観点からは、単純に公共部門、
市場部門、社会部門とその部門からなる政策アクターと供給主体の視点から語
られることが多いが、現実には「人間の善き生」を正当に評価するための可能
な手段の獲得が必要である。また、その方法論については十分に再検討される
必要もある。特に、異なる政策文脈を理解しながら、効率性、有効性及び説明
責任のために政策学習に関与する過程とその帰結、副次的側面を含める必要性
がある。政策経路としての課題は、科学的、専門的、政治的の3つの異なるレジー
ムをどのように組み込むことができるのか、民主的なプロセス内でどのように
政策学習を機能させるのか、また、どのように「人間の善き生」の生成に影響
を与える「力」と「政策学習の政治化」を再定義するのかという問いでもある。
このことは、「知識力（knowledge as power）」に関わるさまざまな方法を含
めて、知識基盤社会（knowledge-based society）における論争や不確実性が、
最終的にどのように知識選択と政策選択に取り込まれるかにも関わっている。
特に、異なる政策群が、より効果的な政策学習を容易にするためにはどのよう
2 ヌスバウム、セン（2006）の議論から、クオリティー・オブ・ライフに関する
「well-being」の訳語として「善き生」を使用する。
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な改善が可能であるのか、より良い行動方針の選択のための「グッド・プラク
ティス」はどのように効果的に拡散しうるのか、また、何がその有効性の決定
要因なのかを把握することでもある。重要なことは、データや指標の役割だけ
でなく、政策学習のプロセスに関する確立された専門的技術から、例えば、先
見性、評価、影響分析、科学的な専門知識の利用の視点からも、数多くの説明
を提供することである。そして、革新的な研究立案とそのネットワーク構築の
ために、同時に政策提案として、政策課題の観点から、透明性、根拠、誠実性、
客観性、政策バイアスなどが異なる文脈の中で、政策学習がどのように扱われ
ているかについて、改めて問題を定義する必要がある。
２ ）ダイナミックな新興成長地域とグローバル経済の中での「人間の善き生」
の役割
　世界の数多くの地域が、アジアとヨーロッパにとっても重要な意味を持ちな
がら、世界経済でますます重要な役割を果たしている。特に、新興地域の成長
と成長パフォーマンスの要因を分析し、世界経済における福祉レジームでの比
較優位と役割の移行について検討する必要がある。特に、アジアと EU に関し
て、社会政策発展の役割に注視しながら、その地域や影響を分析する必要がある。
そのような観点から、このような成長地域での具体的な開発・成長戦略（例えば、
中国、インド、東南アジア、ブラジル、南アフリカ、ロシア）を検討し、研究開発、
技術革新、教育、福祉へのアクセス、社会政策、競争政策、労働市場、金融市場、
政府の役割と制度改革、歴史的背景の役割に関連しながら、また、これらの世
界経済と関連する福祉問題を検討する必要がある。また、例えば、これらの開発・
成長戦略のリスクの可能性に対しては、変動性、持続可能性、不平等の観点か
らの対処の検討も必要となっている。また、世界経済での新たな成長地域の影
響を評価するためには、競合国とパートナー国（新規供給や製品の需要、新たな
種類の協力）とその他の途上国、また、特定の工業国―特に、拡大 EU やア
ジア・太平洋地域における自由貿易協定の地域―の現在までと将来的な拡大
にも関連している。これはまた、新たな成長地域、発展途上国と先進国の間での「収
斂と離散」の可能性についても関係している。最終的には、国際的な改革として、
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途上国の例では債務問題、福祉へのアクセスの差異、知的財産権、労働基準に
も関連しており、国家調整戦略が、21 世紀での経済面、社会面、環境面での成
長を促進し、より持続可能な世界経済を促すために効果的である可能性もある。
1.2　「人間の善き生」への選択肢と選択
　「知識 3」は、「人間の善き生」 の基盤として、その国の利害関係者の中で増加
するスペクトルとして、主要な課題になりつつある。これらの国の利害関係者
の多くは、富、技術革新、社会的一体性とクオリティー・オブ・ライフとの関
係性に注目し、社会的・経済的目標を達成するための鍵としての「知識」を認
識している。この分野では、福祉の公的・私的財としての特性を調べ、各国内
の経済・社会に着目するだけでなく、地域内（EU やアジア）でその機能を十
分に理解することにある。これは、公共政策における特定の制度的取り決め（例
えば、科学機関、大学、実践コミュニティ、企業の研究機関）だけでなく、福
祉の具体的な内容や種類（例：成文化、人々の一般的な認識、暗黙の了解）に
関連しているかどうかも重要である。特に関心が高まっているが、福祉の生成
と政策推進に関わる制度的・組織的な条件との関係性と政策学習である。例えば、
これらは科学的インフラ、研究開発、投資、国際知的財産権制度に関わる柔軟
な組織に関わりながら、福祉の生成に関わる重要な側面を形成している妥当性、
信頼性、信憑性、真実性、文脈依存性、科学的卓越性などにも関係している。
　情報、信念、規範、価値観、合理性、文化などの概念は、このような分析に
特に貢献する可能性がある。これは、また組織的な規範や価値観は教育 · 研修
を通じて、また、個々の学習の認知的側面からもさまざまな側面において、福
祉の生成とその条件に関連している。福祉の生成やインフラ、研究活動だけで
なく、規制プロセス及び機関も、その政策影響を導く出すことための鍵である。
　最終的な目的は、「人間の善き生」 として、その国の政府が設定した社会的
3 ピエール・ブルデューの『国家貴族Ⅱ　エリート教育と支配階級の再生産』は、
知識とその移転を中心に議論しており、「権力とその再生産」と「学歴型再生産様式」
について詳しい。
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な目標を達成する方法の統合的理解であり、国連が設定したミレニアム開発目
標（MDGs）のような政策目標に呼応して、地域の「社会的一体性・地域的一
体感」と「クオリティー・オブ・ライフ」の向上、また、アジアの福祉レジー
ムの多様性やヨーロッパの社会モデルや人口の高齢化に関連する分析を付け加
えながら、検討することが必要である。  
１）社会的包摂、社会的一体性や他の政策と連携する戦略
　教育と学習は、社会的排除に対処するための「人間の善き生」の構成にとっ
て最重要の基盤の構築である。また、教育や政策の他の領域との連携は、双方
の目的達成のために重要である。社会的不平等、脆弱性、疎外、離脱と社会的
一体性を促進する手段について、社会政策の他の領域との相互作用における「教
育と訓練」の役割を再評価する必要がある。この研究が対応するのは、教育
訓練動向の評価、生涯学習、その他の社会政策と実践との相互作用及び個人や
社会集団のためのそれらの影響を含んでいる。そして、学習と社会的不平等に
とって、概念化は重要な要因でもある。教育訓練の役割は、社会的一体性と社
会関係資本を構築する上で、ライフサイクルのさまざまな段階で特定されるこ
とである。混合介入の影響、社会的不平等と排除、その可能性、公的教育や個人、
地域社会や組織のための訓練の制限と教育改革の影響を分析し、 最終的に、不
平等の軽減、社会的排除を防ぎ、社会統合を進展し、社会的正義とエンパワー
メントを促進できるかを検討するべきである。
　また、関連する教育的・社会的介入のための戦略の特定、 「人間の善き生」
への手段としての人的成長における教育施策の効果を最大化するための条件や
戦略の作成（短期的、中期的、長期的）、統合戦略の経済的利益、不利益など
のリスクを最小限にするための学習コミュニティの関与の方法も検討する必要
がある。
２）社会動向、クオリティー・オブ・ライフと公共政策
　社会動向や公共政策は、個人の「生活の質」と強く相互作用し、公共政策は
人々の自己目的や個人目標を追求・達成するため人々の潜在能力と可能性の拡
大に強い影響力を持っている。また、一方で、一般的な認識としての公共政策
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の思考をさらに拡張し、他方で、個々の生活の質と「善き生」だけでなく、公
共政策に対する現在の社会や政策がどのように影響しているかを分析する必要
がある。社会動向は、生活の質に関する政策影響を分析できるが、これに含
まれるのは、人口の高齢化と低出生率に関連する人口動態の変化、男女の役
割、高齢者の需要拡大、乳幼児、児童、病気や介護を必要とする人々のための
ケア、仕事と時間の使い方（例えば、「24 時間型社会」）と労働・所得の区分
である。公共政策の概念でもう一つの重要な側面は、福祉の伝統的な経済指標
間の関係性を扱うことである。それは生涯を通じて公共政策（社会福祉、雇用、
教育、環境、保健政策）と人々の人生戦略とも関係がある。そのため、これに
は WHO が提唱するような「クオリティー・オブ・ライフ」の主観的および
客観的な指標を含めて、社会における「クオリティー・オブ・ライフ」を構成
する条件因子について検討する必要がある。
1.3　「人間の善き生」に向けたさまざまな政策経路
　このテーマの目的は、国家レベルと地域レベルで「人間の善き生」の 生成
への移行戦略の策定と実施の基盤を提供することであり、アジア、ヨーロッパ
の社会中での構成と動向をより比較視座的・近視眼的に提供することである。
１ ）新しい市民社会：社会的アクター（ボランティアや社会起業家）や団体
（NGO や国際 NGO、社会企業 ）の構成4
　アジアでの自由貿易圏の構築、また、EU の拡大によって、国際的な人口移
動は各地域で新たな社会的アクターや組織が出現している。これは、より広範
な文化的多様性の重要な構成物である。特に、多様性と新たな市民社会の出現
は、「人間の善き生」と「持続可能な発展」に向けたアジアと欧州での公共政
策群および、オプションと選択のために重要な意義を持っている。
4 ベック（2003）の議論を中心にすれば、新しい市民社会として社会的アクターや
国際 NGO などは、「グローバルなサブ政治」として機能している。さらに現状の公
共政策への批判として成り立っていることを考えると、供給主体としてより、むし
ろ現実への政治的参加面を強調することができる。
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　ここでの目標は、 EU とアジアで新たな出現している社会的アクター（ボラ
ンティアや社会起業家）や団体（任意団体や NGO、NPO や国際 NGO、社会
企業）がより具体的に「人間の善き生」と「持続可能な発展」を達成するため
の役割を理解し、同時に、背景にある文化的多様性と異文化理解を尊重するこ
とにある。この研究では、EU とアジアでの市民社会で社会的・公共的なアク
ターやその組織構成を分析し、それがどのように歴史的、政治的、文化的な発
展に対応するのか、また、将来的な発展のためにも重要である。
　重要な要因は、 EU、アジア、世界の他の地域でこれらのアクターや組織の
出現を促進しながら、その可能性の発展を特定し、分析する必要がある。そし
て、市民社会、経済、文化の中で新たな社会的アクターの役割を考慮する必要
があるが、特別に注意を払われるべきなのは、経済的、政治的、科学的、文化
的、その他の状況での文脈そのものでの理解であり、さらにグローバル化とい
う幅広い文脈でも、NGO、国際 NGO、ボランティア団体の役割は社会的・市
民運動の牽引車としても検討されるべきである。
２）社会的・経済的目標を同時達成する発展モデル
　それぞれの社会は、歴史的な数々の目的の組み合わせによって構成されてお
り、それらはそれぞれの社会経済発展モデルに反映されている。しかし、現時
点で、それらの目的には特有の課題が存在している。ここでの目的は、それま
での実績や生活の質、成長、雇用、社会的・地域的結束と「持続可能な発展」
（Sustainable Development；SD）に関する政治的な目的を組み合わせることに
よって、さまざまな将来への発展モデルを評価することである。特に、アジア、
北米、世界の他の関連領域との比較だけでなく、ヨーロッパ内での社会経済モデ
ルの多様性を挙げることができる。それぞれのモデルは歴史的 · 制度的に評価さ
れなければいけないが、分析には、歴史的起源、公共圏・社会圏での基盤、そして、
例えば、文化、価値観、法律、暗黙的または明示的な社会契約、福祉国家の発展、
労使関係、産業に関連したシステム、金融規制、広い意味でのコーポレート・ガヴァ
ナンス、ジェンダー関係までもが含まれる必要がある。 現状から将来の予見と
して、それまでの歴史的な発達やその特徴の関連性、複合的な目標の達成とい
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う点でも最重要である。そして、 伝統的な経済およびその他の社会指標の有用性
は、この文脈でも対応されなければならない。最終的に、経路依存、社会の役
割についての理解を含めて、制度変化のプロセスとモデルを検討する必要がある。
２．市民、民主主義とガヴァナンスの新しい形態
2.1　新たなガヴァナンスの構築
　アジア・太平洋地域では TPP などによる自由貿易圏の構築が模索されてお
り、さらなる経済統合は、民主主義、制度設計と市民に対する「善き生」の問
題として、その相互作用を明らかにすることが必要になる。
１）超国家的な文脈での民主主義 - 欧州連合（EU）とアジアへの教訓の事例 
　 「民主主義の赤字」、また、欧州連合がどのように「民主化」するかの方法
に関連する課題は、常に分析的にも、政治的にも、また、メディア上でも議論
の中核となりえる。同時に、各国内での民主主義の作用とその機能にも重要な
変更が生じている。同様に、政策の圧力問題と政策関連の視点を提供して、ヨー
ロッパの民主主義だけでなく、アジアでのある程度の関心を引き起こし、特に、
さまざまなレベルで民主主義を強化するだけでなく、市民を統合するためのオ
プションを特定し、支援することでもある。本研究テーマでは、地域、国、ヨー
ロッパの民主主義がさらに発展するために、民主主義の統合と EU 拡大の狭間
での、両方の＇古い＇および＇新しい＇民主主義への挑戦とその間の相互作用
を検討する。異なる形態の変化、権力バランスへのシステム影響の評価は、こ
の点において行うことができる。そして、さまざまなレベルでの民主主義の状
態を監視し、評価する手段として、指標が対処することができる。
　さらに、欧州連合の民主化が、国民の文脈では、憲法化とその発展プロセス
の意味と超国家的民主主義の発展のために、成果を含めて分析されるべきであ
る。特に、研究としては、市民の関与と信頼、不満、政治参加、それらに対処
する方法につながる要因を調査する必要があり、代表機関、市民と市民団体の
関係、参加手続きの使用、また、影響が大きい金融組織やロビー活動、さら
に、さまざまな利害や価値観を調整する異なるアプローチを検討する必要があ
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る。民主主義と意思決定へのアプローチをジェンダー化する必要性もある。ヨー
ロッパにおける民主主義と民主化プロセス間、世界の他の地域との関係におい
て、同様に、民主主義とグローバリゼーションのプロセス間の関係性について
検討することも必要である。
２）「持続可能な発展」のためのガヴァナンス
　数多くの国々が、国のガヴァナンス改善と持続可能な発展促進の双方から政
策に取り組んでいる。「グッド・ガヴァナンス」と「持続的な発展」は、幅広い
政治的、国民による支持を得た幅広い概念であるが、いくつかの緊張や対立を
伴っている。本研究テーマでは、特定の観点から、ガヴァナンスの形態と、持
続可能な発展の目標の間の相互作用を探索することで、どのようなガヴァナン
スのプロセスと制度が、ヨーロッパとアジア社会で醸成できる最善な持続可能
な発展であるかについて検討する。また、EU 拡大の影響を含みながら、地方、国、
ヨーロッパ及び、環境資源の管理においても、持続可能性を実施するグローバル・
ガヴァナンスとの関係性を調べ、環境的安全保障と地球環境への社会集団や経
済部門での脆弱性に十分に対処するための選択肢を検討する。特に、この研究
では、現在の政策における「部門化」の弊害をどのように克服するのかを分析
すると同時に、環境、経済、社会の持続可能性の追求でもある「持続可能な発
展」への統合的アプローチを模索する。特に、異なるサイクルの関係― 例え
ば、政治、行政、投資サイクル―と、短期的・ 中期的かつ持続可能な発展の
アプローチを必要とする長期的な視点からの持続可能な発展アプローチを追求
する。 例えば、民主主義と持続的な発展に関連して具体的な研究課題を提起し、
持続可能な発展目標と関連する政策を設定する際には、市民参加、持続可能な
発展、企業の社会的責任、 また、世代や社会的グループ間だけでなく、富裕層
と貧困国の間で分配側面の挑戦における知識の役割とその概念の例として、ガ
ヴァナンスへの影響としての世代内及び世代間正義と国際公平性を重要視する。
2.2　責任範囲の明確化とガヴァナンスの新しい形態
　このテーマの目的は、統合や拡大などの社会変動に対応できる説明責任を持
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ち、正当で、かつ十分に堅牢で柔軟性があるマルチレベル・ガヴァナンスでの
形態の発展を支援するためであり、これは政策決定の効率性と有効性を保証する。
１）異なる文脈で民営化と公共政策5
　民営化政策とさまざまな所有権と管理において、その含意による豊富な経験
が得られてきた。本テーマの目的は、民営化やさまざまな経済的、政治的、制
度的文脈における公共サービス（または「公益のためのサービス」として）の
自由化でのさまざまな形態の機能とその影響について検討し、評価することで
ある。この分析によって、なぜ、どのように、誰が民営化の方針を開始するのか、
また、さまざまな利害関係者への影響、ニーズに含め、主な変更点での導入さ
れた前後の比較を含め、民営化と自由化によるさまざまな形態での影響を検討
する。特に、異なる部門や国家としての文脈（および準国家に該当する場合も）
では、所有と支配の異なる形態の機能にも呼応して、経済パフォーマンスに関
わるサービスは民営化される傾向にある。そのための行政システム、政治シス
テムと政治文化（透明性、支援など）、公的金融に関する手法、公法・私法の
歴史、コーポレート · ガヴァナンスと規制、その有効性、効率性とサービスの
民主的な監督に関する意味について、改めて理解することが必要である。特に、 
EU 域内の単一市場との関連で、グローバルな貿易協定を含む民営化政策と自
由化の双方の側面の間の関連性を調べる必要がある。また、（新規加盟国を含む） 
EU 内部だけでなく、双方の関係国からの経験範囲、また、他の途上国とのサー
ビスの範囲は、サービスの主な種類（例えばネットワーク、社会サービス）も
含まれるべきである。政策の教訓としての、影響を評価するための方法論に関
する研究は非常に歓迎されるであろうし、その際には多領域での分析が必要と
なる。
２）経済ガヴァナンス、競争力の明確化とその専門知識の役割
　経済ガヴァナンス6 は、EU を含め、すべてのレベルでの政策決定のための重
要な分野であり、他のすべての政策に影響を与える。また、専門家、政治家や
5 金融に関するパフォーマンスと今後の課題については、アグリエッタ（1998）『成
長に反する金融システム』に詳しい。
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公衆の役割について関連のある問題によって、高度に技術的な問題の取り扱い
が特徴でもある領域である。ここでは、経済ガヴァナンスの機能、他の政策分
野と経済的意思決定に対しての適切な関与と国民の理解を高めるための選択肢
として、相違点と類似点に関する知識基盤を改善することが期待される。この研
究テーマは、他の分野と経済の分野でガヴァナンスの機能を比較し、問題の複
雑さとその程度の点においては、独自性と類似点ということで EU 域内の経済ガ
ヴァナンスのレベルの関連する決定事項も重要である。専門知識の特定の性質
と範囲は、広い意味での経済政策（例えば、競争、財政、産業、金融政策、貿
易政策）などの専門知識として、政策助言（透明性）を考慮して選択されてい
る手法にも対応すべきであり、どのような相違のために、専門家の評価が意思決
定過程（説明責任）において変化するかについても考慮されるべきである。また、
専門家は、意思決定者と他のアクター間の相互作用が検討を含め、なぜ彼らが
そうするか、そして、他のアクターたちの参画を承認するための手続きや規準の
識別、およびプロセスの透明性、説明責任、正統性の度合いについても検討を
加えることが必要である。独立した機関や当局、地方、国と EU との関係性も重
視し、その分野での水準も、意思決定過程における政策の役割対その役割とし
て、知識社会における経済ガヴァナンスにおける役割を想定して、同時に、社会
的パートナーやその他の利害関係者の戦略についても検討することができる。
３．紛争、平和と正義の回復に関する問題
　この研究テーマの目的は、紛争解決の分野における制度的・社会的能力の開
発を支援する。特に、紛争予防の成功および失敗要因を特定し、紛争調停のた
めに改良した選択肢を開発することである。
１）トランスナショナルテロ、安全保障と法の支配
　欧州連合は、広い意味での「セキュリティ」の強化に関連した政治的言説と
6 具体的な経済ガヴァナンスとその可能性についてのケース・スタディーについて、
アグリエッタとジェソップ（2009）『金融資本主義を超えて』第Ⅱ部「現代資本主義
における金融市場と労働市場」を参照せよ。
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政策行動に関与している。国境を越えたテロは、EU による民主的な枠組みの
中で、法の支配の下で対応している。また、これらはセキュリティ上の脅威と
しても認識されている。この研究では、国境を越えたテロの脅威の性質とその
意義を検討し、EU が対応するオプションの有効性と妥当性について吟味する。
「セキュリティ」（「人間の安全保障」、「市民の安全保障」、「包括的なセキュリ
ティ」、「セキュリティと安定性」）の幅広い概念の開発と使用を検討し、どのよ
うな概念が含まれるかを検討することが必要である。この研究では、テロの定
義と方法を分析し、特にテロに関して、その特徴と他の現象との関係を解釈す
る。特に、政治的暴力や組織犯罪は、他の現象にも連携している、テロや抵抗
運動、テロと解放運動等の対立軸として、テロが国内および国際的な現象とし
て存在している。また、歴史的な視点から、テロのさまざまな形態、出現に寄
与する要因、エスカレーションやテロの放棄、脅威への認識とメディアの役割、
宗教や文明史の使用、経済活動や社会集団の脆弱性の評価、テロや法律などの
基本的権利の安全保護のルール、テロや戦争における比較法的・規範的な側面
だけでなく、社会的、経済的、他の政策との関係を含めた分析を必要としている。
２）人権、紛争や人道的介入の役割
　人権の保護は、一般的に普遍的価値として、民主的社会において最も重要と
考えられている。同時に、人権侵害、特に暴力的紛争と戦争の状況は継続して
起こっている。この研究目的は、人権侵害につながる、よりリスクがある個人
や集団の権利を保護するための選択肢として、特定の社会的、政治的、文化的
およびその他の要因を調べることである。特に、人権の認識と異なる社会で生
じる紛争での違反として、紛争や戦争の条件への応用に焦点を当て、人権の原
則（欧州連合基本権憲章）と規則、哲学的やその他の基礎を検討する。さらに、
文化的、心理的、政治的な文脈、普遍主義とジェンダー分析による人権、特に
弱者（女性、児童、少数民族）に関連する人権の関係に関して、戦時下の拷問、
虐殺、民族浄化への国際正義（国際刑事裁判所）の役割について検討し、外交
政策においてだけでなく、国内の政策（移民、亡命希望者や難民状態と保護）
における人権を検討する。
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結びにかえて―地域を越えたグローバルな公共圏の形成に向けて
　2000 年に合意・設定された国際連合ミレニアム開発目標は、グローバルか
つ国家発展へ向けた画期的な国際合意であり人類の公共政策目標である。その
範囲は最貧困の半減、HIV／エイズの蔓延防止、普遍初等教育の提供の拡大に
もわたり、その政策フレームワークは、国家内で公共政策発展の努力を活性化
し、グローバルおよび国家的発展への政策の優先順位を導き出すために貢献し
てきた。しかし、2015 年の最終期限までの達成度には各国の間で大きな不均
衡がある。そのため、さらなる強力なグローバル・パートナーシップによって、
国家的発展が進展することが期待されている。同時に、2015 年以降の新たな
政策目標の設定と構築にも時間が迫っている。
　 一方、2012 年 6 月にブラジルで開催された「持続可能な発展への世界会議
（リオ・プラス 20）」では、政治リーダー、政府、民間部門、 NGO や市民グルー
プが、これまで以上に混沌とした環境で、貧困削減、社会関係資本の整備を進
め、地球環境保護を維持する方法を模索しながら新たな合意が模索された。
　これらの一連の動きは、パラダイムとして、異なる 2 つの開発グループ（「人
間の福祉（MDGs）」と「持続可能な発展（SD）」）が、ポスト MDGs として
融合する形態で、全人類の「善き生」を享受するための新たな政策目標の設定、
その国際合意とフレームワークの構築として今後の軌跡となることであろう。
　まず、このような多極面でのグローバルな課題設定では、討議できる土壌の
構築が急務である。新たなアクターの登場とインターネットのような公開の場
は、民主主義の特質と発展のために重要であり、十分な可能性を秘めている。
このような議論の基盤構築は、さまざまなレベルでの異なる社会・諸国間での
問題に関連付けられながら、各地域での政治的組織構築のために重要課題を提
起することができる。さらに、さまざまな社会的、政治的アクターの役割によっ
て統合された視座を提供し、より広範な公共圏生成のために、多様な公共的な
コミュニケーション空間の連携に向けて貢献することもできる。特に、その革
新性は、政治エリート、政党、社会運動、市民活動を醸成している複数のレベ
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ルでの異なる政治的言説を構築しているからである。例えば、それは、「アジア・
ヨーロッパ」地域、「公共」双方からの国家的、トランスナショナルな公共圏7
の形成に大きく関わっている。また、進展するアジアでの経済統合、欧州での
政治統合は、「危機のグローバル化」とともに言説的な多様性の過程にも反映
され、公共圏の形成に寄与している。
　本稿では、このような政策対応へ向けての多様な公共問題の新たな認識、そ
の問題の根本の発見手段・手法としての喫緊の研究課題として研究テーマ・開
発を提示した。人類共通の公共問題に、異なる社会からの市民参加と政策決定
への参加を促進するためでもあり、人々の一般的な認識、市民権と人権などの
基本的な権利、そして、その影響についての理解が前提になる。さらに、複数
の集団的アイデンティティを可能にしている要因を再認識することも必要であ
る。最終的に、文化的、社会的、政治的、経済問題に関連して、政策課題設定
や論争の設定に貢献している要因とその観点から検討すべきであり、いうまで
もなく、重要な歴史的な出来事、サミットや国際危機などの主要なイベントが
続き、真のグローバルな公共圏の生成を実現する時期が近づいている。
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